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北本市市営住宅設置及び管理条例の一部を改正する条例 

 

北本市市営住宅設置及び管理条例（平成９年条例第３３号）の一部を

次のように改正する。 

 第１６条第１項中「第３３条」を「第３３条第１項」に、「請求を」

を「報告の請求を」に改め、同条に次の１項を加える。 

３ 市長は、市営住宅の入居権利者（介護保険法（平成９年法律第１２

３号）第５条の２第１項に規定する認知症である者、知的障害者福祉

法（昭和３５年法律第３７号）にいう知的障害者その他の公営住宅法

施行規則（昭和２６年建設省令第１９号）第８条各号に掲げる者に該

当する者に限る。以下同じ。）が次条第１項に規定する収入の申告を

すること及び第３９条第１項の規定による報告の請求に応じることが

困難な事情にあると認めるときは、第１項の規定にかかわらず、市営

住宅の入居権利者の市営住宅の毎月の家賃を、毎年度、令第２条で定

めるところにより、第３９条第１項の規定による書類の閲覧の請求そ

の他の公営住宅法施行規則第９条に規定する方法により把握した市営

住宅の入居権利者の収入（以下「市長が把握した入居権利者の収入」

という。）及び当該市営住宅の立地条件、規模、建設時からの経過年



数その他の事項に応じ、かつ、近傍同種の住宅の家賃以下で定めるこ

とができる。 

 第３１条第１項中「令第８条第１項」を「第６条第１項第２号」に改

める。 

 第３３条の見出し中「収入超過者」を「収入超過者等」に改め、同条

に次の１項を加える。 

２ 市長は、引き続き３年以上市営住宅に入居している市営住宅の入居

権利者について、第１７条第１項に規定する収入の申告をすること及

び第３９条第１項の規定による報告の請求に応じることが困難な事情

にあると認める場合であって、市長が把握した入居権利者の収入の額

が第６条第１項第２号に規定する金額を超え、当該市営住宅に引き続

き入居しているときは、第１６条第３項及び前項の規定にかかわらず、

市営住宅の入居権利者の市営住宅の毎月の家賃を、毎年度、令第８条

第３項において準用する同条第２項で定めるところにより、市長が把

握した入居権利者の収入を勘案し、かつ、近傍同種の住宅の家賃以下

で定めることができる。 

第３６条の見出し中「高額所得者」を「高額所得者等」に改め、同条

中第３項を第４項とし、第２項を第３項とし、第１項の次に次の１項を

加える。 

２ 引き続き５年以上市営住宅に入居している市営住宅の入居権利者に

ついて、第１７条第１項に規定する収入の申告をすること及び第３９

条第１項の規定による報告の請求に応じることが困難な事情にあると

認める場合であって、市長が把握した入居権利者の収入の額が最近２

年間引き続き令第９条第１項に規定する金額を超え、当該市営住宅に

引き続き入居しているときは、当該市営住宅の毎月の家賃は、第１６

条第３項、第３３条第２項及び前項の規定にかかわらず、近傍同種の

住宅の家賃とする。 

 第３８条中「及び第３４条」を「、第３３条第２項、第３４条及び第

３６条第２項」に改める。 

 第３９条第１項中「第３３条」を「第３項若しくは第３３条」に、

「第３６条第３項」を「第３６条第４項」に、「、第４１条」を「又は



第４１条」に改める。 

 第４２条中「第１６条第１項」の次に「若しくは第３項」を、「第３

６条第１項」の次に「及び第２項」を加え、「第１１条」を「第１２条」

に改める。 

 第４３条第３項中「年５分の割合」を「法定利率」に改める。 

 

附 則 

 この条例は、平成３０年４月１日から施行する。ただし、第４３条第

３項の改正規定は、平成３２年４月１日から施行する。 

 


